
QuestionZ今後、営業収入の増加が

見込まれない中で、全日空はどのように

コストを削減していくのか、具体的な戦

略と計画を教えてください。

AnswerZ聖域を設けずあらゆる項目を効率化

　中期経営計画の最終年度の2002年度においては、全日空単体の経常収入は対1998年度と比べて約190

億円（約2％）減少することを見込んでいますが、一方、営業・営業外費用を含めた経常費用については

生産量の減少に伴う変動費用と間接固定費や営業外費用などの削減を中心に約620億円を削減（約6％）

します。

　2002年度の座席キロあたりの経常費用については10.72円と、1998年度の11.25円に比べ0.53円の改善

を図ります。

あらゆるコストの抜本的な見直し

　そのために、経営体制を始めとして運航現業・販売・管理部門および関連会社等あらゆる組識を見直し、

効率的な人員の配置と運営によりコスト削減を強力に進め、期間中の営業費用を約450億円削減します。

　具体的には、人員に関して新規採用の圧縮と早期退職の拡充、柔軟な要員配置や雇用形態の多様化を

進めることで全日空単体ベースで1300人（9％）削減します。更に既に実施している役員、管理職の給与

カットに加え、賃金給与体系や退職金制度・福利厚生

制度の見直し等により人件費の抑制に努めます。こ

れらにより今後の4年間で約230億円の人件費削減を

行い、売上高人件費比率を1998年度の19％から16％

まで低下させます。

　販売コストについては、国内・海外支店の整理・統

廃合等による間接コストの削減や、販売改革の実行

による宣伝・販売企画費の適正化を図ります。

　空港使用料等の公租公課については、1999年4月よ

り地方空港の着陸料が順次約30％引き下げられてい

るものの、羽田、成田、関空等の大規模空港について

は、未だ減免措置が取られていない状況です。当社に

おける公租公課負担割合は営業費合計に対し約20％

となっており、早期の負担軽減措置の実施が期待さ

れます。

EXPENSES —
　　明確なプランの下で全社的にコスト削減を推進

]
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人件費 19.2％

公租公課 17.0％

整備部品
15.6％

機材貸借費 8.5％

航空燃油費 7.7％

減価償却費 6.5％

その他 25.5％

外注費

1998年度営業費用内訳（単体）

GS
This pdf annual report originates from the AR-DDS section of the www.gcis.com web site operated by General Solutions, Inc.



]

A C T I O N — A Progress Report on ANA’s Restructuring Plan
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　中期経営計画の最終年度の2002年度においては、全日空単体の経常収入は対1998年度

と比べて約190億円（約2％）減少することを見込んでいますが、一方、営業・営業外費用を

含めた経常費用については生産量の減少に伴う変動費用と間接固定費や営業外費用などを中

心に約620億円を削減（約6％）します。そのため経営体制を始めとして運航現業・販売・管

理部門および関連会社等あらゆる組識を見直し、効率的な人員の配置と運営によりコスト削

減を強力に進めます。

営業費用についても、安全運航の確保を大前提に、あらゆる項目
につき削減していきます。

業務の効率化、間接部門のスリム化、支店の統廃合、管理部門から空港部門へ
の配置変えなどにより人員削減に対応した社内体制をつくります。

経常費用削減額（620億円）の内訳（1998 vs 2002）

人件費 37％

空港使用料 24％

燃料税 8％

支払利息 16％

整備部品
10％

その他 5％

外注費1999/10 2000/10 2001/10 2002/10

14,500 13,800 13,600 13,200

（人）

人員計画（単体）

運航乗務員

選択と集中による路線再編により利用率を高め、加えて人員削減も進め生産性の向
上を図ります。従業員一人当りの売上高を、現状より１割以上増やす計画です。

客室乗務員 一般従業員

1999 2000 2001 2002

62.3 66.3 68.0 70.7

（百万円）

一人当り売上高の計画（単体）

（年度）
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